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 パメラ報告に対するコメント 
 
長尾 亜紀 
 
1. パメラ報告では、合衆国で動物の福祉法や反虐待法の理念が実効されない分野として、畜産
業での非人道的な飼育行為を挙げている。畜産業では、これらの法が適用除外されたり、法が
適用される場合であっても私人の訴追を認める条項のないために法の実行・執行可能性が低く
なったり、虐待を立証することに困難があったり、動物を虐待した人に対して訴追が可能性な
場合でも予算の問題から訴追が難しくなったりしている、との指摘があった。そして、これら
の障壁は、畜産業の実態に人々の目が向かなかったことにも原因があり、活動団体の広報活動
から実験動物が法的な保護を受けるようになった経緯やニュージャージー州最高裁判所が畜産
業での慣行に対して苦言を呈した近年の例に鑑みると、畜産動物に対する虐待行為にも法が適
用され、これまでの不平等な取り扱いに変化が生じる可能性があるという展望が示された。 
 
2.（１）まず、パメラ報告で指摘されているが、連邦や州の反虐待法や動物福祉法では、動物
は権利の主体ではないことに共通認識がある。同法の保護法益が「人間の心を堕落から守るこ
と」にあるとすれば、動物は保護を受ける客体ではなく、反射的利益を受ける存在にすぎない。
「動物の苦痛を軽減すること」が法の目的ならば、保護法益は公序良俗から動物の存在そのも
のへと変化することになるだろう。そうすると、人間の欲望を満たすために消費される畜産動
物にこれらの法が適用されるかどうかは、法の目的の変化からも重要な影響を受けると言える。
したがって、実験動物を保護する法律が強固になるにつれ、上位法にあたる動物福祉法の目的
にも変革の生じる可能性があると言え、上述したパメラの示す展望は妥当だと考える。 
 
（２）次に、パメラ報告では豚やハツカネズミの例で簡単に触れられているが、現行法では、
動物福祉法・反虐待法において最も保護されていると分類される「コンパニオン・アニマル」
ですら「持つ者」から「持たざる者」に簡単にシフトされてしまう。しかも、彼らの高待遇は
人間の「所有物」である限りのものにすぎない。所有権を放棄された動物は、自由を得るので
はなく、法的には何らの存在もなくしてしまうからだ。たとえば、サブプライム問題発生後の
合衆国では、ローンを抱えた家を手放さなくてはならなくなった人々のなかには、ペットも手
放す者もいる。そのペットたちを保護するシェルターの収容数は限られているから健康な動物
であっても、リホームできなければ安楽死されるケースもあるだろう。また、病気のある動物
なら、家庭に居たときと同様の手厚い保護もできないことから、同様の処置をされるかもしれ
ない。（なお、このときに動物に苦痛が少なければいい、という正当化は適切ではない。所有
権放棄によって存在そのものが失われてしまうことを問題にしているからだ。）このように考
えると、動物を「物」として扱う限りは、畜産動物に限らず、実験動物や「コンパニオン・ア
ニマル」についても、連邦および州を問わず、動物福祉法・反虐待法の理念に反する行為をみ
すみす見逃してしまうことになるだろう。では、法は動物をどのように扱うべきなのだろうか。 
 
3. （１）まず、「人間」と「物」とを明確に分ける法概念に「動物」の存在を組み込むことで
ある。よく知られている例にドイツ民法典、オーストリア民法典があり、このことはすでに現
実となっている。ただし、「物」としての規定が準用されれば、動物は「物」扱いのままであ
る。（実際にも準用規定があるので、現行法において動物が権利主体であることまでは認めら
れていない。）人間の所有権の客体のままでありながらも存在自体は尊重されることになるの
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で、法の理念に鑑みて、これまで以上に、動物の所有権に制限が加わる余地はある。動物の飼
育方法について違反行為を法で規定するだけでなく、原則として動物の所有権放棄を認めず、
例外的に所有権を放棄が認められる場合や所有権を剥奪すべき事項をより厳格に設定するなど
して、動物の一生をできるだけ平穏なものとできるかもしれない。ただし、所有権放棄が「例
外的に」認められた場合や、「事実上」所有権放棄された場合の動物の扱いを法の理念に従っ
て扱うとすればどうすべきかという現実的な問題が解決されずに残ったままである。 
 
（2）これ対して、「動物」に「人」としての規定を準用することも、理論的には可能である。
準用する理由のひとつとして、「人」と「動物」とがともに、誕生して生を終えるという生命
としての連続性が挙げられる。もっとも、「生命を持つ存在」には、人間という生命体に連続
する存在の外延（受精卵やエンブリオ、胎児など）があるため、問題の複雑化も考慮する必要
がある。そこで、「人」のなかでも「法人」の規定を準用する方法が現実性を帯びる。総括コ
メントを述べられる青木先生は、著書のなかで財団法人に類似する法人格を動物に認める可能
性を指摘されている。もっとも、法人として構成される動物を現実に保護する人間（その多く
は保護団体）の存在と財団法人の管理・運営に対する裁判所（あるいは行政庁）の関与が想定
されるので、財団法人化するに値する何らかの経済的利害の存在が前提となる。このように考
えると、人間にとって何らの経済的利害関係を持たない動物を保護する場合には、動物自身の
利害を想定することになり、いかなる存在に対するものであれ、非人道的な扱いを許さない態
度が改めて重要になる。ただし、この場合には、どの動物まで保護すべきかという線引き問題
や動物の利益と人間の利益との利益考量を、個別の事例ごとに解決していかなければならない。 
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